
■平成28年度施策評価の結果概要一覧

・【最終年度見込み（最終年度の成果達成見込み）判定の目安】最終目標達成率33.3％（2年÷6年×100）以上で「Ａ.順調」、26.6％（33.3％×80％）以上で「Ｂ.概ね順調」、20.0％（33.3％×60％）以上で「Ｃ.やや遅れている」、20.0％未満で「Ｄ.遅れている」　　※「（　）」付きは前回判定結果

・【単年度の判定の目安】前年度に比して順調に近づいているもの「Ａ.順調」、目標にやや近づいているもの「Ｂ.概ね順調」、目標から遠ざかっているもの「Ｃ.遅れている」

・指標について、※印は総合計画（基本計画）に記載していないもの。

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

02生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり（政策統括監：まちづくり部長）

02-01学校教育の充実・家庭や地域の教育力の向上

02-01-01知・徳・体を育む

①

標準学力検査
（ＮＲＴ）におけ
る全国比（小学
４年）

標準学力検査
の全国比（ＮＲ
Ｔ）

112 113 105 108 97.2% 20.0%

②

標準学力検査
（ＮＲＴ）におけ
る全国比（中学
２年）

標準学力検査
の全国比（ＮＲ
Ｔ）

97 100 100 103 97.0% 20.0%

③

全国体力・運動
能力、運動慣習
等調査における
優秀児童の割
合（小学5年）

全国体力・運動
能力、運動慣習
等調査の総合
評価ＡＢ児童の
割合

40.3％ 39.7％ 36.5％ 47.0％ -56.7% 20.0%

④

全国体力・運動
能力、運動慣習
等調査における
優秀生徒の割
合（中学２年）

全国体力・運動
能力、運動慣習
等調査の総合
評価ＡＢ生徒の
割合

52.4％ 53.6％ 52.2％ 55.5％ -6.5% 20.0%

⑤
学校給食の喫
食率（小学校）

市内3給食セン
ターで提供して
いる給食の喫食
率

89.06％ 89.84％ 89.24％ 90.50％ 12.5% 10.0%

⑥
学校給食の喫
食率（中学校）

市内3給食セン
ターで提供して
いる給食の喫食
率

90.45％ 89.83％ 89.35％ 90.50％ -2200.0% 10.0%

02-01-02児童生徒への支援

①
不登校出現率
（小学校）

各学校からの報
告

0.19％
(10人)

0.19％
（10人）

0.23％
（12人）

0.16％ 69.6% 50.0%

②
不登校出現率
（中学校）

各学校からの報
告

1.59％
(46人)

2.43％
(68人)

2.50％
（70）

1.81％ 72.4% 50.0%

　 ①不登校の原因としては、学校生
活における友人関係に係る要因が
最も多く、人間関係づくりがうまくい
かない状況がある。その他の不登
校の要因として、原因不明、怠惰
等がそれに続く。

②小中ともに、社会・家庭環境の
多様化により教員による指導や支
援だけでは解決が難しい事例が増
えている。

③平成25年度に「いじめ防止対策
推進法」が公布され、他市等での
事案の発生により、いじめ問題に
ついて注目が集まっている。

①必要に応じ就学援助や遠距離
通学支援を行い、就学に係る経済
的、社会的な負担軽減を図ってい
る。

②生徒の問題行動・不登校に対応
するため教育相談員や適応支援
教室を設置し、関係機関と連携し
ながらきめ細かく対応している。

③「学校いじめ防止対策基本方
針」や「北上市いじめ防止対策基
本方針」の運用により、いじめの未
然防止や早期発見の重要性、いじ
めの認知件数の増加を肯定的に
捉えるという認識が進んでいる。

①児童生徒の不登校に対して
は、一方的に登校刺激を与える
だけではうまくいかないとの関係
機関からの助言等もある。

②不登校児童の増加や中学校に
入学すると学校不適応等により
不登校が急に増える中１ギャップ
に対応するためには、きめ細か
な指導が必要であり、個別支援
員等の人的配置のさらなる充実
が必要であるが、それに係る経
費が十分に確保されていない。

③不登校の原因について、保護
者の養育態度等の家庭環境に要
因のある事例が増えている。また
虐待を受け不登校になる事例も
発生しており、これらに対応する
ためには、教職員を対象とした専
門研修の実施や家庭児童相談
員等との連携を深めることがます
ます重要となっている。

④各小中学校において策定する
「学校いじめ防止基本方針」につ
いては、３年毎に見直す必要が
あり、平成29年度がこの時期で
ある。

①教育福祉連絡会議やケース検
討会議を定期的に開催し、不登
校対策のための情報交換やケー
ス児童・生徒及び保護者に対す
る処遇、指導について協議を行
い、関係機関の連携を継続して
強化していく。

②不登校の児童生徒に対するき
め細かな指導や対応を充実させ
るため、個別指導支援事業の拡
充に努める。

③市の生徒指導主事研修会（年
２回）において、不登校対策やい
じめ問題、いじめの定義、基本方
針の見直しに係る研修会・講習
会を行う。

④市校長会議や校長研修講座、
市の生徒指導主事研修会（年２
回）において、組織的な対応の在
り方についての研修会・講習会を
行う。

「通常の学級」に
在籍する特別な
支援を要する児
童生徒数の増加
に伴い、個別指
導支援事業にお
ける個別指導支
援員配置数の見
直し。

①全国学力・学習状況調査や岩手
県学習定着度状況調査の他に、市
として総合学力調査を実施し、教
育研究事業において調査・分析を
行い、指導法の改善に努めてい
る。

②児童生徒の減少により選択でき
る部活動が制限される学校がでて
いる。

③国の「道徳教育の充実を図る」
観点から、道徳教育について学習
指導要領の改善の方向性が示さ
れ、小中学校の学習指導要領の
一部改正の告示が公示されてい
る。

①小学校の学力について、授業改
善のための積極的な取組みが行
われている。

②中学校については、５教科の総
合において、全国比100となってい
ることから各教科で授業改善への
取組が進んできている。

③体力テストの結果によると総合
評価は全国の平均値に近づいてき
たが、運動能力が高い児童生徒へ
の手立てが不足している。

④小中学校の体育大会等参加費
補助金事業を実施し、東北・全国
大会での活躍を後押ししている。

⑤善悪の区別がしっかりできる人
間育成のため道徳教育を推進して
いるが、「考える道徳」「議論する道
徳」の授業の手立てが不足してい
る。

①各種学力検査から、小学校・
中学校共に各教科にある学力層
の要因分析と指導改善が不足し
ている。

②岩手県の課題でもあるが、当
市においても数学・英語の教科で
効果的な指導法の改善と基礎的
基本的事項の定着が不足してい
る。

③児童の基礎的な体力や運動能
力を向上させるための指導方法
や授業などの改善については、
学校組織での取組が不足してい
る。

④希望する部が近隣に無くそれ
までの運動の成果を伸ばせない
等、部活動を理由にした指定校
変更の申請があり、希望条件が
整わないものがある。

⑤小学校において平成30年度に
完全実施される「特別の教科　道
徳」への移行期間で、授業の質
の転換が不足している。

⑥中学校において平成31年度に
完全実施される「特別の教科　道
徳」にむけて、自己の生き方につ
いて考えを深める学習が不足し
ている。

①少人数指導等により、児童生
徒一人ひとりに対しきめ細かな対
策を講じるように、継続して授業
改善に取り組んでいく。

②学力ステップアップ事業はH24
から実施しているものであり、小
学校への学習支援員派遣、英語
ステップアップ研修講座や、県教
委と連携した数学の授業研修会
を行ってきた。今後も継続して、
英語力・科学力の向上を目指し
ていく。（北上市内中学生の英検
講座の受講者の英検３級合格者
は42.6%　[全国目標値は50％]）

③基礎的な体力や運動能力の向
上を図るため、教員の体育実技
講習等への参加を継続して奨励
していき、その内容を学校が組織
的に取り組む手立てを周知して
いく。

④部活動を理由にした指定校変
更については、在籍校や進学す
る学校の学校長からも意見を拝
聴し、適切な対応を検討してい
く。

⑤平成30年度から、「特別の教
科　道徳」の完全実施に向けて、
教育課程の適切な移行の在り方
を伝講し、授業の質を高めてい
く。

⑥学校教育活動全般において、
自己肯定感を高める適切な評価
の場面を設定していく。

指標を変更す
る。

19

  経済的・社会的
に就学困難な者
に対して等しく就
学機会が確保さ
れている。

Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

適切な就学機会の確保
や不登校児童生徒へ
のきめ細やかな支援に
より、概ね目標を達成し
ている。不登校出現率
については、早期の適
応支援を行っている
が、小中学校ともに目
標値に届かなかった。
複数の要因が重なり、
学校現場は個別の対
応に苦慮している。

18

客観的なデータを
効果的に活用し
ながら、指導方法
の改善に向けて
組織的に取り組
むことにより、確
かな学力、豊かな
心、健やかな体を
もつ子どもに育っ
ている。

Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

総合学力調査の達成
率を見ると、小中学校と
もに９割を超えているた
め、学力については維
持向上していると言え
る。
体力・運動能力、運動
習慣等調査では、ＡＢ
児童生徒の割合につい
ては、現状維持である
と言える。上記理由か
ら、概ね順調であると
判定している。

標準学力検査の調査
問題について、総合学
力調査に変更した。こ
れは、学力分析の新た
な手立ての構築及び補
充指導への対応によ
る。

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
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＃
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02-01-03学校・家庭・地域が連携した教育の充実

①
学校図書館ボラ
ンティアの人数

学校への照会に
よる集計

208人 218人 234件 280人 36.1% 15.0%

②
小学校における
スクールガード
の人数

学校への照会に
よる集計

524人 732人 771人 640人 212.9% 15.0%

③
小学生向け「い
きいきゲーム」
の実施校数

実施小学校数 11校 10校 10校 10校 100.0% 10.0%

④

児童の学校図
書平均年間貸
出数（参考指
標）

学校図書館運
営状況報告書
(市調査)による
数値で、これま
で目標値の設定
はしていない。

69.9冊 75.3冊 80.9冊 － － 15.0%

⑤
家庭学習時間
平均１時間以上
の割合(６年生)

北上市教育振
興基本計画
(H23～32)にお
ける成果指標。
学校への照会に
よる集計。

74.8％ 77.4％ 77.8％ 75.0％ 103.7% 15.0%

⑥
問題行動の発
生件数

いじめの積極的
認知を踏まえた
もの

23件 39件 180件 20件 -900.0% 30.0%

02-01-04教育環境の整備

①
学校施設の改
修達成度

改修達成箇所
数÷要望改修
箇所数

44.21％ 50.49％ 45.70％ 50.00％ 27.5% 40.0%

②
学校図書館図
書標準80％達
成校数(小学校)

学校基本調査
報告による

13校 16校 17校 17校 100.0% 20.0%

③
学校図書館図
書標準80％達
成校数(中学校)

学校基本調査
報告による

1校 2校 6校 6校 100.0% 20.0%

④
地場産野菜利
用率（学校給
食）

市内3給食セン
ターにおける北
上産野菜の利
用率

32.1％ 35.9％ 33.5％ 35.0％ 48.3% 20.0%

　 ①学校施設の老朽化のほか、トイ
レ洋式化など、環境改善に保護者
の関心が高まっている。

②改修に対する国庫補助の採択
が限定的で実際の補助率が低い。

③地場産野菜は生産量が限られ
ており、１年を通して確保すること
が困難となってきている。

④納入農家の中に高齢化で栽培
をやめた農家があった。

①修繕、改修に掛ける予算総額が
増えないため、高額な修繕、改修
ができずに、大規模な改修ができ
ない小、中学校で老朽化が進んで
いる。

②図書を収納する書架の不足や
図書室が狭く書架を収納するス
ペースが確保できない学校があ
る。

①統廃合の検討対象校になって
いる学校については、大規模改
修の実施を控えているが、統廃
合が進まない状況にあり、さらに
老朽化が進んでいる。

②学習指導要領に沿った児童生
徒の指導に支障が生じないよう
に教育備品の整備に取り組んで
いるが、不足している理科等の
教材備品や、国が定める蔵書率
に達していない学校図書館図書
があり、教育環境に関して解決し
なければならない多くの問題を抱
えている。

③コンピュータ教室や校内ＬＡＮ
は整備したものの、普通教室や
特別教室全教室へのＩＣＴ化の環
境整備は進んでいない。

④地場産野菜の生産は、栽培品
目や生産量とも減少してきてい
る。また、通年での確保が困難で
ある。

①予算を確保し、大規模な改修
を計画的に進めるとともに、学校
配置の適正化を早急に検討する
必要がある。

②学校図書館においては、貸出
利用冊数の増加に伴い補修の必
要な図書が増えているため、ボラ
ンティアによる補修や計画的な図
書の購入、整備に継続して取り
組んでいく。また、市立図書館等
の配架（払い出し）本の小中学校
への配布の取り組みも継続して
いく。

③文部科学省の教育のIT化に向
けた環境整備計画に沿って、継
続して整備を進めていく。
　　ア　電子教科書等の普及を想
定し、各教室への大型ディスプレ
イ（電子黒板）等の整備に努め
る。
　　イ　児童生徒の情報活用能力
の育成と教員がICTを活用するこ
とによる効果的な学習指導を実
現するため、パソコン、電子黒板
等ＩＣＴ機器の整備、充実に努め
るとともに、タブレット端末の導入
についてあり方を検討していく。

④地場産野菜の利用を推進する
ため、地元生産者と協議や研修
の場を設け連携を密にするととも
に、関係団体及び納入業者との
連携を図りながら地場産品の確
保に努める。

事務事業が適切
に構成されてい
る。

①図書ボランティアは、共働き世帯
が多いなど人的確保が難しい。

②スクールガードは高齢者のボラ
ンティア参加者が固定化してきて
いる。

③小中学生向けものづくり人材育
成事業「いきいきゲーム」は、ゲー
ムを楽しみながら、仕事や社会の
仕組みを学習できることから、毎年
の学校行事として定着してきてい
る。

④「放課後子ども教室」を３地区
（黒沢尻西小、飯豊小、黒岩小）で
開設し、安全安心な居場所づくりに
取り組んだ。

⑤地域住民にとって、学校で行わ
れている地域支援活動の内容、学
校が必要としている支援活動の情
報を知る機会が少ない。

①図書ボランティアのうち児童生徒
の保護者については、その子供た
ちが卒業した後もボランティアを継
続する方もおり、人数は増えてい
る。

②小中学生向けものづくり人材育
成事業「いきいきゲーム」は主に、
ボランティアの協力により運営を
行っており、持続的な実施のため
に、開催方法の工夫や新たなボラ
ンティアの養成等の取組みが必要
となってきている。

③人材育成研修ができず、ボラン
ティア養成が遅れている。

④学校が教科指導と関連させた図
書館活用など、利用促進のための
取組みを行った。

⑤中学校区単位に設けた学力向
上委員会が、家庭学習強化週間
やノーテレビ・ゲーム運動を家庭に
呼びかけ、連携して取り組んだ学
区があった。

⑥学校が必要とする地域支援を行
える地域住民の情報、これらをマッ
チングする仕組み、社会教育主事
との連携が不足している。

⑦経済的理由により奨学金の利用
を希望したすべての者に貸与でき
る予算枠を確保している。

①学校支援活動のほか、青少年
健全育成や生涯学習事業など、
様々な分野で子どもに関わる取
組みが行われているが、活動に
関わる大人が一部の人に限られ
ている。

②また、様々な分野に関して、市
内各地で子育てに関する特色を
持った取組みがされているもの
の、全体として系統だった整理や
位置づけが明確になっておらず、
取り組みの成果の共有ができて
いない。

③奨学金返還金は奨学金の財
源であるが、長期滞納者がいる
ことにより、その確保が難しくなっ
ている。催告等を小まめに行って
いるが、その解消がなされていな
い。

①地域教育力向上基本計画及び
行動計画に基づき、５者（子ども、
家庭、学校、地域、行政）連携に
よる地域教育力向上市民運動を
展開していく中で、様々な分野に
関する市内各地で行われている
子育てに関する特色を持った取
り組みを共有していく。

②このほか、実施中の事業に関
し、次のとおり取り組む。
・ＰＴＡ全体総会、学年ごと総会や
学校広報など機会をとらえて、頻
繁に図書ボランティアの活動の
紹介と募集を行う。
・自己評価や外部評価の実施と
公開を行う。また、学校評議員会
(各学区内の区長、民生児童委
員等で構成)において、学校と地
域との連携状況を確認のうえ、連
携の取組み方法を協議し、具体
的な連携活動につなげていく。
・事業の実施時期に関し、学校と
担当課が早い時期にスケジュー
ル調整を行う。年度当初に校長
会議で協力を仰ぐと共に、追加事
業がある場合は事業を精査し学
校に負担をかけないように配慮し
ていく。

③経済的・社会的に就学困難な
者が等しく就学機会を確保できる
よう、北上市奨学金制度の周知
を図り、希望者に対し支援してい
く。滞納対策として、長期滞納者
への対応については、庁内他部
署と連携の上、引き続き催告に
力を入れていく。

指標③⑥につい
て、変更をする。

21

  児童、生徒がよ
り充実した環境の
中で教育を受け
ることができてい
る。

Ｂ
Ｃ

(Ｃ)

①施設の老朽化が進
み、学校からの修繕要
望も増加しているため、
思ったように改修達成
度が向上しない。

②図書整理指導員の
配置により、各校の図
書館担当者と綿密な情
報交換を図りながら、
蔵書数を管理してき
た。特にも、適切な指導
により除籍する本が減
り、蔵書率が上がった。

③学校給食において
は、地産地消に向けた
献立作成によって、概
ね目標達成している。

20

学校評議員制度
や地域ボランティ
アによる学習支
援活動、部活動
指導、校内環境
整備、安全確保、
学校行事の運営
支援など、学校と
家庭・地域とが連
携した教育活動
が活発に展開さ
れている。これに
より子どもの学ぶ
力、地域理解、行
動規範意識の向
上につながる体
制づくりを進めて
いる。

Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

小学校におけるスクー
ルガードリーダーの人
数は、地域の関心も高
く目標値を上回る人数
による事業を展開する
ことができた。一方で、
学校図書ボランティア
は、主な担い手が仕事
をもつ保護者世代と
なっていることから、目
標人数を達成できてい
ない。

①地域が連携した黒沢
尻西地区放課後子ども
教室「はばたき子ども
広場」は、子どもたちの
活発な参加により、平
成27年度文部科学大
臣表彰を受賞し、今後
も活発な取り組みが期
待される。

②北上・みちのく芸能ま
つり子どもみこしパレー
ドの学生ボランティア
は、中学生、高校生の
参加が年々増加してお
り、子どもたちの「地域
を愛する心」が育まれ
ている。

③(公社)北上青年会議
所が主催し、３回目の
開催となった鬼っジョブ
では、429人の小学校
高学年児童が参加。地
域で働く大人たちの指
導によりさまざまな職業
を体験した。
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■平成28年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

02-02社会教育の充実

02-02-01生涯を通じた学習機会の充実

①
北上市民大学
等の受講者数

市民大学、市民
大学ゼミナール
地元学部及び
法学部の延受
講者数

833人 1,406人 1,174人 1300人 73.0% 30.0%

②
交流センター生
涯学習事業参
加者率

生涯学習事業
参加者/人口×
100

71.2％ 76.8％ 75.5％ 75.0％ － 40.0%

③
生涯学習まちづ
くり出前講座参
加者数

生涯学習まちづ
くり出前講座の
受講者数

15,985人 17,776 19,347人 20,000人 83.7% 30.0%

02-02-02いきいきとした地域社会をつくる社会教育の推進

①
自治公民館生
涯学習事業参
加者数

活動調査票に報
告のあった事業
の参加者数

193,314人
（１館当た

り
773.26人）

195,548人
（１館当た

り
779.08人）

208,918人
（１館当た

り
832.3人）

197,000
人

423.3% 50.0%

②

家庭教育、青少
年対象、青少年
健全育成事業
数

市と地区交流セ
ンターが実施す
る家庭教育、青
少年対象、青少
年健全育成事
業

87事業 86事業 87事業 90事業 0.0% 50.0%

　 ①自治公民館では、幼稚園、保育
園、子ども会等と連携し、各地に伝
わる年中行事やまつり、交通安
全、環境整備、スポーツ、伝統芸
能保存活動、交流活動等、地域の
特徴を生かした事業に取り組んで
いる。

②地区交流センターでは、少年少
女学級、家庭教育学級、地域づくり
活動などを通じ、小中学校や地域
住民との連携により子どもたちの
健全育成に取り組んでいる。

①平成25年度に策定した北上市地
域教育力向上基本計画及び平成
26年度に策定した北上市地域教育
力向上行動計画に基づき、各自治
組織等の協力を得ながら取り組み
を進めている。

②年１回の活動交付金の交付前に
自治公民館活動状況を把握し、市
が活動交付金を交付している。

③地区交流センターの生涯学習事
業計画立案の際に、学校・家庭・地
域の連携による家庭教育に関する
事業、放課後における子どもの居
場所づくりの推進、子どもたちの安
全対策に関する事業のいずれかに
取り組むよう指定管理仕様書に位
置付けている。

①老朽化により改修が必要な自
治公民館が存在している。

①自治公民館整備費補助金につ
いて周知し、活用を促していく。

②地域の教育力向上のための基
本計画及び行動計画に基づき、
学校・家庭・地域それぞれの役割
分担のもとで地域社会が一体と
なり取り組むあいさつ運動など、
実践的な取り組みを市民運動と
して継続していく。

③自治公民館や地区交流セン
ターの活動について、地域教育
力向上の活動として様々な事例
をフォーラム等で広く情報共有
し、人材発掘及び育成、活動の
工夫及び改善につなげていく。

地域教育力向上
活動費補助金や
自治公民館活動
交付金を活用し
ながら地域にお
いて社会教育が
推進されており、
適切に構成され
ている。

①地区交流センターでは、地域の
人材や市内外の講師を活用するな
ど、工夫しながら講座を開催してい
る。

②出前講座は市や公共機関の職
員、民間企業や個人講師など多種
多様な講座があり、受講者の選択
の幅が広がっている。

①市民大学は市民の運営委員が
市の担当とともに講座を企画・運営
しており、アンケートに基づく受講
者のニーズ調査や、時代の変化に
合わせた学習内容を協議検討して
いる。

②地区交流センターの生涯学習担
当向けの研修として、県の講座を
随時紹介するとともに、市でも研修
を開催し、担当者のスキルアップを
図っている。

③出前講座は、受講者の利用しや
すさや、多様な講師が登録できる
よう工夫している。

①若い世代をはじめとしてこれま
で受講したことのない人に来ても
らえるにはどうしたらよいか明確
な方法が思い浮かばない。

②観光バスの料金体系が変わっ
たことにより、地区交流センター
の生涯学習事業に充てるバス補
助金が不足している。

②生涯学習センターホームペー
ジについて、ソフト導入から10年
以上経過し不具合が生じている
ほか、多言語対応していない。

①-1市民大学全10回の受講は
難しい方や主に若年層に対し、
一回だけでも受講可能なことを周
知し、参加を増やしていく。また、
各種事業・イベントの後、引き続
き参加者にアンケートを実施し、
市民ニーズの把握に努めなが
ら、多種多様な学習機会（講座や
学習会など）を提供し、知る喜び
や学ぶ楽しさの醸成による市民
の生涯学習活動を増やしていく。

①-2出前講座のメニュー、民間
企業や個人の講師を更に増やす
など、市民が講師となって市民の
ための講座を実施する協働事業
を推進し、市民や団体の学習活
動を支援していく。また、職員が
講座を見学する機会を設けたり、
県立生涯学習推進センターの研
修への積極的な参加を促すなど
様々な講座開催ができるよう職
員の能力開発に取り組む。

①-3弁護士を講師に実施してい
る市民大学ゼミナール法学部な
ど身近な現代的課題についての
講座を継続し、市民のほか職員
向けなどに周知を強化する。

②地区交流センター生涯学習事
業補助金の適正額を検討してい
く。

③生涯学習センターホームペー
ジのリニューアルを検討する。

地区交流セン
ターの指定管理
料にバス補助金
である生涯学習
事業補助金を含
めてほしいという
要望もあり、金
額の増額も含め
て検討していき
たい。

23

・住民の自治活
動や生涯学習活
動が充実し、コ
ミュニティが醸成
されている状態。
・家庭、学校、地
域、行政が連携し
て子どもたちの学
力向上や生きる
力の修得のため
の課題に取り組
んでいる。

Ｂ
Ｂ
(Ａ)

地域住民の自治活動
や生涯学習活動の拠
点として自治公民館が
有効に利用されてお
り、地域コミュニティの
醸成に貢献している。
また、交流センターも青
少年健全育成や世代
間交流事業など様々な
事業を展開し地域づくり
に重要な役割を果たし
ている。

22

・年代に応じた
様々な学習機会
が提供されること
により、市民の生
涯学習の欲求を
満たしているこ
と。
・グループや企
業・団体等の自
主的な生涯学習
が促進され、市民
が気軽に生活の
中に学習を取り
入れることができ
ること。

Ｂ
Ｂ
(Ａ)

市民に対する学習の機
会提供として生涯学習
センターを拠点に、各
地区の交流センターで
も事業を展開しており、
誰もが学習に取り組め
る環境づくりが整ってい
る。出前講座も身近な
学習の取り入れに一役
を担っており、目標値に
向かっている。
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■平成28年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

02-02-03社会教育機能の充実

①
図書館入館者
数

図書館・自動車
文庫総入館者
数

331,573人 345,848人 361,506人
357,000

人
117.7% 10.0%

②
市民一人当たり
の図書貸出冊
数

総貸出冊数/総
人口

4.64冊 4.86冊 5.0冊 5.1冊 78.3% 15.0%

③
図書館利用登
録率

図書館システム
利用登録率
上段：（個人及
び団体登録者
数/人口×100）
下段：（個人登
録者数/人口×
100）

25.0％
（24.6％）

25.13％
（24.6％）

25.44％
（24.8％）

28.0％ 14.7% 15.0%

④
教育文化施設
の利用者数（博
物館）

日計表による 20,717人 15,568人 7,002人 15,000人 46.7% 30.0%

⑤
教育文化施設
の利用者数（鬼
の館）

日計表による 20,217人 19,587人 25,300人 23,000人 182.6% 30.0%

①スマートフォン等の普及により市
民の情報収集方法や余暇の過ご
し方が変化し、図書館へのニーズ
が多様化しつつある。

②博物館、鬼の館への団体での入
館者が減少している。（大型バスの
乗り入れが減少している、旅行スタ
イルが団体から小グループに変化
してきている傾向がうかがわれ
る。）

①図書館では、平成27年度以降、
読書推進事業の拡充やきめ細か
な利用者サービスの向上並びに積
極的なプロモーションを図ってきた
ことにより、入館者数及び一人当
たり貸出冊数が徐々に増加してき
ている。

②鬼の館では、限られた人的体制
のなかで、新たなイベントの実施や
企画展の開催、時節に合わせた情
報発信や対象を絞り込んだ教育普
及事業など観覧者の増加に繋げる
取り組みを行った。

①図書館では、中学生及び高校
生の利用が少ないため、利用登
録率が目標値に達していない。

②図書館利用者や貸出冊数の
増加に伴い貸出、返却等の業務
量が増加し、読書推進事業の拡
充や利用者サービスの向上に支
障が生じつつある。

③図書館利用者や収蔵資料の
増加により、施設規模が狭隘と
なっている。また、中央図書館は
建設から25年を経過し施設設備
の老朽化が、和賀図書館は障害
のある方への配慮の不足が課題
となっている。

④博物館の学芸活動を深めるた
めの専門職員、予算、時間が足
りないため、本来の博物館として
の機能（調査研究、収集・保存、
展示・教育）が低下してきており、
事業内容に限界が生じている。

⑤リニューアルした博物館の常
設展示や新たに設置した和賀分
館を活かした利用促進策を継続
して考えていかなければならな
い。

⑥外国人観光客の利用が多い博
物館と鬼の館では、展示物の説
明板の多言語化などのインバウ
ンド対応をしていく必要がある。

⑦鬼の館では、少人数体制で通
年開館（冬季は月曜休館）を維持
しながら民俗芸能の発表の場を
充実させていく必要がある。

①引き続きブックスタートや読書
通帳等の事業により読書への
きっかけづくりに努めていくほか、
ともしび号による学校や学童施
設の巡回の強化や、中高生向け
の図書コーナーの充実を図り、生
涯に亘る読書習慣の形成を促進
する。

②業務の見直しや改善により図
書館運営の効率化を図るととも
に、司書有資格者の確保及びス
キルアップを図る。

③施設設備の改修、改善につい
て年次計画を立て、積極的に推
進する。

④博物館では、新しい発想での
企画展開催や専門職員不足を補
うため、教育施設間の職員交流
を積極的に促進していく。

⑤博物館では、新しい常設展示
にかかる資料の収集保管・教育
普及・研究活動などの成果を発
信し、観光分野などを取り入れな
がらより広い集客に努めていく。

⑥博物館の常設展示室において
インバウンドに対応した展示説明
板の設置を計画的に進めていく。

⑦鬼の館では、教育普及事業の
利用環境を整え、充実した調査
研究で魅力的な事業展開に努め
る。

事務事業の構成
は適切である。

24

・社会教育施設
の内容が充実し、
各施設の多様な
展示や資料に触
れるなど郷土の
歴史、文化、自然
や民俗、多様な
図書などを活用し
た市民の生涯学
習意識が向上と
なっていること。

Ａ
Ａ

(Ｂ)

図書館及び鬼の館の
実績値は、いずれも指
標の目標値に近づいて
いる。

博物館は、指標実績値
及び達成度共に大幅減
となっているが、これは
リニューアルのため実
質開館期間が６ヶ月で
あったことに起因するも
のであり、全体的に指
標の実績値の状況から
見て、目標達成に近づ
いている。
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■平成28年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

02-03スポーツの振興

02-03-01スポーツを通した健康づくり

①
体育施設・学校
開放利用回数
（市民1人当）

施設利用者数
／北上市人口

8.5回 8.8回 10.6回 9回 100.0% 50.0%

②

週１回以上ス
ポーツ・運動を
行っている人の
割合

市民意識調査に
よる［隔年実施］

25％
25％
[H26]

22.5％
50％以

上
-10.0% 50.0%

02-03-02競技力向上への支援

①

岩手県民体育
大会の入賞数
（個人・団体／4
位以内）

岩手県民体育
大会の入賞数
（個人・団体／4
位以内）

144 142 141 165 -14.2% 20.0%

② 国体出場数 国体出場数 46 39 123 60 100.0% 20.0%

③
スポ－ツ少年団
登録者率

スポ－ツ少年団
登録者率

34.5％ 34.6％ 34.6％
50.0％以

上
0.6% 15.0%

④ スポーツ合宿数 スポーツ合宿数 3 5 2 10 -14.2% 30.0%

⑤
市内小中学生
の全国大会へ
の出場者数

全国大会への
参加補助金申
請による人数

45人 55 39 85 -15.0% 15.0%

02-03-03スポーツ環境の整備・充実

①
スポーツ情報提
供数

ホームページや
広報等への情
報提供数

33件 37件 41件 50件 47.0% 20.0%

②
体育施設の利
用者数

体育施設の利
用者数

621,578人 600,148人 984,020人
745,893

人
100.0% 40.0%

③
スポーツ環境に
満足している人
の割合

市民意識調査に
よる［隔年実施］

61.0％
61.0％
[H26]

61.3％ 73.0％ 2.5% 40.0%

　 ①情報を得る手段としてホーム
ページが定着しているほか、マラソ
ン大会など、情報サイトを活用した
スポーツ情報の提供や収集が増え
ている。

②いわて国体のメイン会場であり、
施設利用人数が大幅に増加した。

①国体開催を積極的に、広報や
ホームページなどで市民に情報の
提供を行った。

①障がい者や高齢者に配慮した
体育施設のあり方の検討が不足
している。

②老朽化した多くの施設におい
て様々な修繕が必要となってい
る。

③施設の長寿命化対策が不足し
ている。

①資産マネジメントによる、計画
的な施設長寿命化策を実施す
る。

②ラグビーＷ杯・東京五輪の事
前キャンプ地誘致に向けて要件
等基準をクリアするための環境
整備を進める。

③スポーツ推進計画における施
策の取り組みにより、老朽化した
スポーツ施設の計画的な整備改
修等、現有施設の強化などス
ポーツ環境の充実を図る。

概ね適切に構成
されている。

①各競技協会や学校運動部の活
発な活動により、優秀な選手の育
成が図られている。

②いわて国体に向けた競技力強化
の成果が出ており国体出場者数の
増加につながった。

③Ｈ28年度は、いわて国体準備に
より体育施設の使用ができなかっ
たこともあり、スポーツ合宿の数は
減少したが、国体開催に向けた施
設整備により施設が充実したこと
で、北上市でのスポーツ合宿の関
心が高まっている。

③少子化も影響し、スポ少登録数
が伸びていない。

①体育協会と連携した選手強化事
業の継続による成果がでている。

②各種大会への開催費や参加費
を補助したことにより、試合経験値
が上がるなど競技団体の強化につ
ながった。

③スポーツ合宿費補助金のPRや
競技協会による誘致等の効果、国
体開催による施設の充実により、
施設環境の良さが好評を得てお
り、実績が出始めている。

①ラグビーＷ杯、東京五輪の事
前キャンプ地の誘致に取り組ん
でいるが、組織体制づくりとＰＲ戦
略の構築が進んでいない。

②高レベルの競技スポーツに触
れる機会が不足している。

③いわて北上マラソン大会の参
加者は、増加しているものの目標
まで達していない。

④雪国の特性を生かしたウィン
タースポーツの競技人口が不足
している。

⑤中学校体育大会の開催地の
選定は岩手県中学校体育連盟に
委ねられており、市としての係わ
りが希薄である。

①策定した北上市スポーツ推進
計画に基づく取り組みを進める。

②体育協会と連携しての、選手
強化本部活動を継続する。少年
期における運動習慣化の啓蒙と
スポーツ少年団員数の増加を図
る。

③大学等のスポーツ合宿誘致に
向けた、補助金制度の継続とPR
を行う。

④いわて北上マラソン大会参加
者増のため、独自企画等による
魅力づくりと渋滞や駐車場不足
への対策を検討する。

⑤北上っ子スキー体験事業費補
助金の継続を図る。

概ね適切に構成
されているが、ラ
グビーＷ杯・東
京五輪事前合宿
誘致事業は、Ｐ
Ｒ活動の進捗や
交渉の状況に
よっては見直し
など臨機応変な
対応が必要とな
る。

27

  施設環境が整
い、市民誰もが気
軽に体育施設を
利用し、スポーツ
ライフを楽しんで
いる。

Ｂ
Ｂ
(Ａ)

　広報や市のホーム
ページなどで積極的に
スポーツ情報の提供を
行ったことにより最終目
標まで達しなかったも
のの近い件数まで増加
した。国体に向けた施
設改修期間があったこ
となどにより利用者数
が減少したが、最終目
標を超える利用者数で
あった。

26

各競技団体主導
のもと、競技力向
上に取り組み、競
技力の水準を高
め、各種大会に
おいて優秀な成
績を収めている。

Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

いわて国体へ向けた競
技力向上の成果が出て
おり出場者数が大幅に
増加した。

　

　 ①ニュースポーツ出前講座の利用
の増加やマラソンブームによって
大会参加者や愛好者は増えてお
り、スポーツへの関心が高まって
はきているが、多くの人がスポーツ
を日常的な活動とするまでには
至っていない。

①日常にスポーツを取り入れた健
康づくりを目的と、新規事業として
Ｈ27.28年度にチャレンジデーを実
施しＰＲを行い、スポーツの日常化
への誘導を行っているものの、運
動を行う人の割合の伸びがとど
まっている。

①幅広い年齢層を対象としてそ
れぞれの年代に合わせて、ス
ポーツに親しむことができる機会
を十分に提供できていない。

②幼児、障がい者を対象としたス
ポーツの普及・推進ができていな
い。

①策定したスポーツ推進計画に
基づく取組みを推進する。

②体育協会と連携した、幅広い
年齢層を対象としたスポーツ教
室等事業を継続して開催する。

③総合型地域スポーツクラブや
地区交流センターによる地域ス
ポーツ事業を継続して開催する。

④出前講座等を活用したニュー
スポーツの普及を図る。

概ね適切である
が、幼児期を意
識した事業がな
い。

25

  適度な運動によ
り体調がよくな
り、発汗により精
神的爽快感を得
る。スポーツの
「遊び、楽しむ」こ
とを基本に、市民
の健康と体力づく
りにつながってい
る。

Ｃ
Ｃ

(Ｂ)

施設の利用者数（延べ
人数）が増加して最終
目標を達成したもの
の、運動を行っている
人の割合が目標の半
分に止まっており、日常
的に運動する人偏りが
ある。
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■平成28年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

02-04芸術文化の振興・国際交流の推進

02-04-01芸術文化活動の推進

①
市民芸術祭の
参加者数(出演
者、出品者等)

北上市民芸術
祭の発表会等
の出演者、展示
等の出品者数

9,882人 10,796人 9,656人 9,900人 -1255.6% 25.0%

②
市民芸術祭の
入場者数

北上市民芸術
祭の発表会等
の出演者、展示
等の出品者数

27,059人 24,704人 25,990人 28,000人 -113.6% 25.0%

③
詩歌文学館のレ
ファレンス利用
数

詩歌文学館へ
の調査問合せ
の利用数

300件 257件 223件 370件 -110.0% 25.0%

④
さくらホールの
利用者数

さくらホールの
入場者、利用者
人数

290,741人 304,655人 280,380人
295,000

人
-243.3% 25.0%

02-04-02ふるさとの文化財と伝統文化の継承

①
民俗芸能団体
連合会への登
録団体数

民俗芸能団体
連合会の総会
資料

64団体 64団体 63団体 64団体 [98.4] 45.0%

②
指定文化財件
数

国・県・市指定
文化財の累計
数

163件 165件 165件 170件 28.6% 55.0%

　 ①少子高齢化、農村部の人口減
少など社会環境の変化により、地
域に伝承されていた田植踊、盆踊
など公演機会の少ない団体が活動
を休止するようになり、民俗芸能団
体連合会の加盟団体が減少してき
た。

②地域にある史跡や民俗芸能など
が再評価されることにより、地域の
文化財を活用した事業を展開する
団体が多くなってきた。

③さくらまつりに合せた「さくらまつ
り鬼剣舞公演」や「みちのく芸能ま
つり」といった観光事業に伴う公演
や、地域のまちおこしに伴う公演が
継続的に行われ、定着した発表機
会が増加した。

④世代交代による価値観の相違な
どにより、未指定文化財に対する
関心が薄れている。

①民俗芸能公演では、観覧者に芸
能の由来や特徴を丁寧に解説して
いる。

②「鬼の館芸能公演」「夏油温泉か
がり火公演」「秋のこどもフェスティ
バル」「大乗神楽大会」「冬のみち
のく芸能まつり」など、日程を固定
した公演を毎年継続的に開催して
いる。

③職員体制や財源に制約がある
中で、未指定文化財の悉皆調査を
行い、必要な文化財指定を着実に
行っている。

④伝承活動に取り組む青少年の
発表機会を引き続き設定した。

①社会環境の変化に伴い、生活
様式や風俗習慣も大きく変貌して
きているため、日常生活に密着し
て伝承されてきた民俗芸能や年
中行事・儀礼等を伝承することが
困難になってきている。

②農村部の少子高齢化、人口減
少等の進行により、後継者育成
ができず活動を中断している団
体がある。

③鬼剣舞・神楽・鹿踊など観光事
業と結びつく芸能は公演機会も
多く活動が活発であるが、農耕儀
礼や年中行事など地域の行事と
共に行われる芸能は公演機会が
少なく伝承活動が困難で、後継
者育成に苦労している。

④歴史、民俗に関する専門職員
の不足により、文化財の調査及
び記録保存が停滞し、文化財候
補物件の詳細調査が遅れてい
る。

⑤「鬼の館芸能公演」は、１団体
の公演時間の設定が長く、演技
時間の短い団体や、演目が少な
い団体には公演を依頼しにくく、
その結果、公演依頼団体が固定
されている。

①民俗芸能保存会や民俗芸能
団体連合会の伝承活動を継続し
て支援していく。

②地域の民俗芸能を伝承する意
義や後継者育成など芸能団体が
抱える諸課題を情報交換できる
場を設ける。

③民俗芸能団体連合会、博物
館、鬼の館、商業観光課（民俗
村）と連携し、公演機会の少ない
芸能団体も出演できるよう、既存
事業（伝統文化継承事業）の充
実、新たな民俗芸能発表会の開
催等を検討する。また、年間を通
した芸能公演の開催及び育成団
体による芸能公演の開催を定着
化する。

④未指定文化財の調査と文化財
の指定促進を図るため、専門知
識のある人材の確保・雇用を緊
急に検討する。

⑤後継者不足等で一定時間の公
演が難しく、発表の機会を得られ
ない芸能団体が発表できる場（合
同公演等の実施など）を確保す
る。

事務事業は適切
に構成されてい
る。

①市民芸術祭は、芸術への関心
度が高まっており、参加者数は減
少したが、入場者数は前年度と比
較し1,286人増加した。

②さくらホールの施設の充実や利
用しやすい運営により入場者・利
用者が順調に伸びている（平成28
年度は国体貸館の影響により
減）。

③文学館の指定管理者が平成26
年度に法人化し、より専門性の高
い職員構成となった。

①市と芸術祭実行委員会が連携
し、創意工夫して作品の出品のし
やすさ、市民芸術祭の周知に取り
組んでいる。また、市民の創作意
欲の向上と芸術文化の振興促進
のため市から補助金を交付してい
る。

②さくらホール及び日本現代詩歌
文学館の利用促進等のため、市と
指定管理者で定期的な会議を毎月
１回定期で開催しており、指定管理
の状況及び課題などを協議し改善
に取り組んでいる。

③「北上市大学生等芸術文化活動
合宿事業費補助金」事業を行い、
市民の芸術文化に対する関心を高
めていくことを目的に、市から補助
金を交付している。

①さくらホール及び日本現代詩
歌文学館で施設、設備の老朽化
や機器等の更新時期の到来で、
改修しなければならない施設修
繕箇所等（数千万円以上の大規
模修繕）が増加しているが、全て
に対応できていない。市担当部
署に大規模施設の維持管理を行
う知識、ノウハウの蓄積がなく、
他部署と連携し対応しているが、
施設管理のための専任職員等を
配置できていない。

②所蔵美術品の保管に適する場
所が少ない状況であり、多くの所
蔵美術品を、数か所に分けて保
管している状況である。

③展示や企画などの学芸部門
等、高い専門性が求められるが、
専門的な人材（学芸員等）の職員
採用及び配置、長期的な人材育
成がなされていない。

①さくらホール、日本現代詩歌文
学館、利根山光人記念美術館と
も、施設や設備の老朽化により
設備の更新や維持修繕が必要で
あるため、施設の長寿命化計画
に沿って計画的な改修や設備更
新を図るとともに、施設管理のた
めの専任職員等の配置により現
在の施設の機能を維持していく。

②専任研究員の指導や協力を得
ながら、毎年度所蔵美術品の状
態確認等を行うなど、適切な資料
管理に取り組む。

③芸術文化活動の各種イベント
の開催方法の見直しを、次年度
の事業計画策定時に継続して検
討することとし、美術館の展示面
積により美術品の展示場所が限
られていることから、美術館移動
展や出前美術館などの実施や、
市民や商店街などと協力し、市
民に広く所蔵美術品を公開する
機会を設け、気軽に芸術にふれ
あう環境を作り出すことを継続し
て実施していく。

④平成29年度に利根山光人記念
美術館開館20周年記念「利根山
光人記念大賞展」事業を開催し、
より多くの人たちが気軽に芸術文
化に触れる機会を設けていく。

⑤「北上市大学生等芸術文化活
動合宿事業費補助金」事業を継
続して行い、市民の芸術文化に
対する関心を高めていく。

⑥芸術文化活動の普及、拡充を
図るため、市民芸術祭の開催
等、事業を継続して展開してい
く。

適切に構成され
ている。

29

長い歴史のなか
で育み守り伝えら
れてきた文化財
を調査・研究し、
その成果が周知
されていること。
有形・無形の文
化財から、先人が
保存伝承してきた
知恵や技、生き
方や文化を学び、
文化財が多角的
に活用されなが
ら、次世代に継承
されていること。

Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

民俗芸能団体連合会
への登録団体数は目
標値の98％、指定文化
財件数は目標値の
33％である。指標の分
析から施策の成果は概
ね順調と判断される。

28

・芸術文化活動
の場が多くの市
民に利用され、芸
術文化活動向上
の一翼を担って
いる。
・質の高い芸術文
化の鑑賞機会が
増えることにより
豊かな感受性を
生み、また創作活
動の一助となって
いる。
・市民の自主的な
芸術文化活動が
活発になり、次世
代へと受け継が
れている。

Ｂ
Ｂ
(Ａ)

さくらホールや詩歌文
学館などの社会教育施
設は、市民に対して芸
術文化に触れる機会を
設けるとともに、文化活
動の拠点としても重要
な役割を果たしている。
また、市民の日頃の芸
術活動の発表の場とし
て「市民芸術祭」が広く
浸透している。参加者
数は前年度と比較し
1,140人減少したが、入
場者数は1,286人増加
した。

さくらホールの利用者
数は、平成28年10月の
いわて国体開催に伴う
雨天時の会場となって
いたため、約１か月間
市民が利用できない状
態（貸切）があり２万人
以上減少した（参考：平
成27年10月の利用者
数は32,670人）。
指標の達成状況として
は全体的に遅れている
が、芸術文化イベント
の隔年開催や国体等
の影響によるもので、
長期的には参加者数や
入場者数は増加してい
る。
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■平成28年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明

02-04-03国際化に対応したまちづくりの推進

①
国際交流ボラン
ティア数

国際交流ルー
ムに登録してい
るボランティア登
録者（登録料納
入者）数

132件
［Ｈ25年

度］
154件 171件 170件 102.6% 10.0%

②
国際交流ルー
ム来館者数

国際交流ルー
ムが多くの外国
人及び日本人
から認知され、
国際交流、多文
化共生の拠点と
して活用され
る。

4,415人
［Ｈ25年

度］
7,913人 11,957人 4,700人 2646.3% 10.0%

③
国際交流ルー
ム主催行事参
加者数

国際交流ルー
ム主催事業に参
加する市民が増
加することで国
際交流、多文化
化共生の推進に
つながる。

2,773人
［Ｈ25年

度］
3,701人 3,618人 3,000人 372.2% 10.0%

④

公共施設案内
板等における外
国語案内表記
率

公共施設の外
国語案内表記
率

2.5％ 3.2％ 3.2％ 10.0％ － 10.0%

⑤

ＡＬＴ（外国語指
導助手）による
各学校あたりの
年間国際理解
教育の授業回
数（小学校）

各学校あたりの
年間国際理解
教育の授業回
数（小学校）

10回 22回 25回 30回 75.0% 30.0%

⑥

ＡＬＴ（外国語指
導助手）による
各学校あたりの
年間国際理解
教育の授業回
数（中学校）

各学校あたりの
年間国際理解
教育の授業回
数（中学校）

12回 35回 44回 30回 177.8% 30.0%

①ワンワールドフェスタやアジアマ
スターズの開催がきっかけとなり、
国際交流に関する関心が高まり、
国際交流ルームの一般ボランティ
ア登録数は目標を達成している。

②さくらまつり等各種大会などに外
国人が訪れる機会が増加している
が、民間施設の案内板等の多言
語表記が十分に進んでいない。

③小学校では、外国語理解教育が
実施され、時間割に授業が増えた
ことで、英語指導助手の活用が進
んでいる。

①北上市多文化共生指針に基づ
き、市民会議で進捗状況を確認し
ながらそれぞれの取り組みを進め
ている。

②国際交流ルーム各種事業で活
躍するボランティアの募集活動に
取り組んでいる。

③庁内の国際都市へ向けた事業
の取り組みについて、社会教育施
設のWi-fi環境整備、多言語表記は
進んでいるが、その他施設の多言
語表記はあまり進んでいない。

①市施設、民間施設の外国語表
記があまり進展していない。

②現在、外国人英語指導助手は
市独自に契約・雇用しているが、
その雇用に当たっては、専ら国際
交流ルーム等英語関係者の紹介
に頼っている状況であり、欠員が
生じた場合は迅速に対応するこ
とができないことがある。幼保小
中学校から英語指導助手の派遣
を要望する声は、年々高まってい
る。また、英語キャンプへの対応
や、夏季休業中の弁論大会へ向
けた指導などのニーズもある。こ
れらのニーズに対応するための
英語指導助手(各中学校区１名
体制)の増員に係る費用が不足し
ている。

③災害時や医療機関受診時のコ
ミュニケーションに不安をかかえ
る外国人がいる。

①-1国際化推進への啓発や国際
都市推進きたかみ市民会議との
連携強化を継続する。
①-2公共施設の外国語表示を推
進し、市が提供する情報(ホーム
ページ、広報紙、生活ガイドなど)
や市内の各種案内板も多言語化
など庁内の取り組みを推進してい
く。

②-1英語教育向上に資する外国
人語学指導助手招致事業は、国
際理解を深めるため今後も積極的
に取り組む必要がある。
②-2次世代を担う子供たちの国際
的な視野を持ったコミュニケーショ
ン能力を育成するためには、英語
指導助手の活用が必要であり、各
中学校区１名体制での人員の確
保、拡充に努める。
②-3他の施策(知・徳・体を育む)
事業において、次のような英語指
導助手を活用した事業を継続す
る。
ア 生徒のさらなる英語力の向上を
目指すため、長期休業を活用し、
英語指導助手による英語キャンプ
を継続開催する。
イ 中学生の英語検定３級取得率
を向上させるために、教育委員会
主催の英語講座を継続する。

③Ｈ29年度に「医療」をテーマに県
立大と協働研究、講演会を開催す
るほか、消防防災課による外国人
住民向けの消防救急講習会を開
催する。

④姉妹都市のコンコード市や友好
都市である三門峡市の北上市訪
問については、民間・市民間の交
流を促進し、市民の国際理解を深
める。

⑤2020東京オリンピック競技大会
及びラグビーＷ杯2019日本大会
に関連した競技会や事前合宿等
の誘致、国際リニアコライダー誘
致を意識した国際交流の高揚を図
る。

市施設の多言語
表記など庁内の
取り組みをさら
に推進する。

30

 様々な国際文化
に触れる機会が
増え、国際交流
活動を行う人材
が育ち、外国人
が暮らしやすいま
ちづくりが進めら
れている。
 子どもの頃から
の語学指導や生
の英語に触れる
ことにより国際理
解を深め、様々な
文化と交流できる
人材が育ってい
る。

Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

公共施設案内板等にお
ける外国語案内表記率
については、平成28年
２月に策定した「北上市
多文化共生指針」によ
り取り組むこととしてい
る。その他については、
順調に目標値を達成し
ていることから全体とし
ておおむね順調と判断
した。
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